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ＷＥＢ開示表紙

業務の適正を確保するための体制
及び当該体制の運用状況

連結株主資本等変動計算書

連結注記表

株主資本等変動計算書

個別注記表

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、書面

交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には掲載しておりませ

ん。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株

主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を

一律でお送りいたします。

第84回定時株主総会

その他の電子提供措置事項

（交付書面省略事項）

● 事業報告

● 連結計算書類

● 計算書類

（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
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業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他当社及び当社子会社（以下「当社グループ」という。）の業務の適正を確
保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

　　① 当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制

 イ.「経営理念」、「企業活動指針」、「人権方針」、「リスク管理基本規
程」及び「コンプライアンス規程」により、取締役及び使用人が法令及
び定款に適合した行動をとるための守るべき規範や活動指針を明確にす
る。また、「リスク管理委員会」を通じて当社グループのコンプライア
ンス体制を監視するとともに、取締役及び使用人に対し教育を通じコン
プライアンスに関する理解を徹底する。

 ロ.内部通報制度により、法令違反行為等に関する社内通報システムを運用
し、コンプライアンス経営の強化を図る。

 ハ.監査役は、取締役会、経営会議等の重要な会議に参加するなどして、取
締役の職務執行を監査する。

 ニ.監査室は、「内部監査関連規程」及び「内部監査計画」により、使用人
の職務の執行に対して業務監査及び改善指導を実施する。

　　② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

 イ.取締役の職務の執行に係る文書その他の情報は、「取締役会規則」及び
「文書情報関連規程」により、適切に保存及び管理を行う。

 ロ.取締役及び監査役は、前項の情報を常時閲覧することができる。

　　③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

 イ.当社グループの諸種のリスクに迅速かつ適切に対処するため、「リスク
管理基本規程」及び「リスク管理関連規程」により、リスク予防、リス
ク対応、再発防止等を行う。また、当社グループの業務に影響を与える
リスクに関し、社内外へ適時の開示を行う。

 ロ.監査役及び監査室は、当社グループのリスク管理の実施状況について監
査を行う。

　　④ 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する

ための体制

 イ.取締役会は、経営の基本方針や重要事項を決定するとともに、執行役員
の職務の執行を監督する。

 ロ.取締役会の決定した経営の基本方針に基づき、経営に関する事項を審
議、決定し、業務執行の効率化と全般的統制を行うことを目的として、
経営会議を開催する。

 ハ.日常的な業務の執行については、「職務権限規程」及び「業務分掌規程」
に基づき、執行役員又は部門責任者が迅速な意思決定を行う。

 ニ.年度計画により、当社グループが達成すべき目標を明確化する。

－ 1 －
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業務の適正を確保するための体制

　　⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

 　イ.「子会社管理規程」により、子会社に関する主要業務に係る諸手続及び
子会社に対する管理(内部統制システムの構築・運用の管理等)、指導、
育成のしくみを定め、これを実行することとし、定期的に開催するグル
ープ会社連絡会議等で、決算状況などについて報告を求める。

 　ロ.子会社における業務の適正を確保するため、「企業活動指針」を子会社
に準用、展開し、当社グループの取締役及び使用人が法令及び定款に適
合した行動をとるための守るべき規範や活動指針を明確にする。

 　ハ.子会社に、コンプライアンス担当部署を設置する。
 　ニ.監査室は、子会社の内部監査及び指導、勧告を行う。

　　⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する

事項並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

 イ.監査役が必要あるときは、監査室に所属する使用人は、監査役の職務の
補助業務を担当する。

 ロ.監査役の職務の補助業務を担当する監査室に所属する使用人は、その業
務に関して取締役の指揮命令を受けない。

 ハ.監査役の職務の補助業務を担当する監査室に所属する使用人は、監査役
に係る業務を優先して従事する。

　　⑦ 当社グループの取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他

の監査役への報告に関する体制及び報告をした者が当該報告をしたこと

を理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

 イ.当社グループの取締役及び使用人は、当社グループの業務又は業績に影
響を与える重要な事項について、監査役に報告する。

 ロ.監査役は、必要に応じて当社グループの取締役及び使用人から報告を求
める。

 ハ.内部通報制度により、法令違反その他のコンプライアンス上の問題につ
いて、監査役への適切な報告体制を確保する。

 ニ.上記各項の報告をした者が、当該報告をしたことを理由として、不利な
取扱いを受けない。

　　⑧ 監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項

　　　 　監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払又は償還等の請
求をしたときは、速やかに処理する。

　　⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

 イ.代表取締役は、監査役と定期的に意見交換の場をもち、会社運営に関す
る意見を交換し、相互の意思疎通を図る。

 ロ.内部監査を所管する監査室は、監査役に協力し随時連絡調整を行う。

－ 2 －
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業務の適正を確保するための体制

　(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりでありま
す。

　  ① 経営理念、企業活動指針、人権方針及びコンプライアンス

　　　 　当社グループの社員に対し、経営理念、企業活動指針、人権方針及び
コンプライアンスについて社内研修等で教育を行い、法令及び定款を遵
守するための取組を継続的に行っております。

　　　 　また、内部通報取扱規程により法令違反行為等に関する通報・相談体
制を整備し、当社グループのコンプライアンスの実効性向上に努めてお
ります。

② サステナビリティの推進体制
サステナビリティの更なる推進、中長期的な企業価値の向上及び当社

グループの持続的な成長を目的にサステナビリティ委員会を設置してお
ります。サステナビリティ委員会は、当社グループのサステナビリティ
を巡る課題について、全社的かつ事業横断的に取り組み、基本方針及び
戦略の策定、目標の進捗管理、施策の審議等を通じて、当社の社会的価
値と企業価値の向上を図っております。

　　③ リスク管理体制

　　　 　リスク管理委員会において、法令・社内規程等の遵守状況に関する報
告を主管部署より受け、具体的な対策等について審議しております。

　　④ 取締役の職務の執行の適正及び効率性の確保

　　　 　取締役会は社外取締役５名を含む取締役11名で構成され、社外監査役
２名を含む監査役３名も出席しております。取締役会は、14回開催し各
議案についての審議、業務執行の状況等の監督を行っております。ま
た、グループ会社の経営上の重要事項についても、当社取締役会で報告
を受けております。

　　⑤ 監査役の職務の執行

　　　 　監査役は、監査計画に基づき監査を実施するとともに、監査役会を14
回開催し、また、定期的に代表取締役と監査内容についての意見交換を
実施いたしました。さらに、監査役は会計監査人と５回面談し、監査結
果の報告を受けるとともに、経営上の重要事項についての意見交換を実
施いたしました。

－ 3 －
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連結株主資本等変動計算書

（ 2024年４月１日から
2025年３月31日まで ）

（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 18,293 5,330 34,102 △1,872 55,854

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △1,484 △1,484

親会社株主に帰属する
当期純利益

3,429 3,429

土地再評価差額金の取崩 △44 △44

自己株式の取得 △2,222 △2,222

自己株式の消却 △1,637 1,637 －

利益剰余金から資本剰余
金への振替

1,637 △1,637 －

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動

0 0

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － 0 263 △585 △321

当期末残高 18,293 5,331 34,365 △2,458 55,532

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価
差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 12,961 2,721 290 15,974 302 72,131

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △1,484

親会社株主に帰属する
当期純利益

3,429

土地再評価差額金の取崩 44 44 －

自己株式の取得 △2,222

自己株式の消却 －

利益剰余金から資本剰余
金への振替

－

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動

△0 －

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額）

△1,520 △44 △175 △1,740 4 △1,735

連結会計年度中の変動額合計 △1,520 △0 △175 △1,696 3 △2,014

当期末残高 11,441 2,721 115 14,277 306 70,116

連結株主資本等変動計算書

－ 4 －
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連結注記表

連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社の数

３社

（２）連結子会社の名称

テッケン興産（株）、（株）ジェイテック、鉄建プロパティーズ（株）

（３）非連結子会社

①主な会社の名称

　ＴＫパートナーズ（株）、鉄名建設（株）

②連結の範囲から除いた理由

　小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連結

計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しています。

２．持分法の適用に関する事項

（１）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数

　持分法適用の非連結子会社及び関連会社はありません。

（２）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社

①主な会社の名称

非連結子会社 ＴＫパートナーズ（株）、鉄名建設（株）

関連会社 東和建設（株）

②持分法を適用しない理由

　それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体として

も重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しています。

３．会計方針に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的の債券は償却原価法（定額法）、その他有価証券で市場価格のない株式

等以外のものは時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）、市場価格のない株式等は移動平均法による原価法によっています。

　投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項

により有価証券とみなされるもの）は、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手

可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっています。

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

　販売用不動産及び兼業事業支出金の評価は、個別法による原価法、材料貯蔵品は移動

平均法による原価法によっています。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

　ただし、一部の連結子会社は貯蔵品や商品に先入先出法による原価法を採用していま

す。

　未成工事支出金の評価は、個別法による原価法によっています。

－ 5 －
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連結注記表

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法

　定率法によっています。

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっています。

　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によ

っています。

②無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法

　定額法によっています。

　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。

　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間に基づく定

額法によっています。

③リース資産の減価償却の方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

（３）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　売上債権及び貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しています。

②完成工事補償引当金

　完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事高に対する

将来の見積補償額に基づいて計上しています。

③賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上しています。

④工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末の手持工事のうち損失の

発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失

見込額を計上しています。

⑤役員株式給付引当金

　役員株式給付規程に基づく取締役への当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度

末の取締役に割り当てられたポイントに応じて、見込額を計上しています。

－ 6 －
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連結注記表

（４）収益及び費用の計上基準

　建設事業においては、主に長期の工事契約を締結しています。当該契約については、

一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基

づき収益を認識しています。進捗度の測定は、当連結会計年度末までに発生した工事原

価が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいています。

　なお、履行義務の充足に係る進捗率の合理的な見積りができない工事については、原

価回収基準を適用しています。また、工期が短い工事については原価回収基準を適用せ

ず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しています。

（５）その他連結計算書類の作成のための重要な事項

①ヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を満たす金利スワップについて、特例処理を採用しています。

②退職給付に係る会計処理の方法

　ａ．退職給付見込額の期間帰属方法

　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっています。

　ｂ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　　　過去勤務費用は、発生時に一括償却しています。

　　　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理しています。

　ｃ．小規模企業等における簡便法の採用

　　　当社の一部及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を

適用しています。

③消費税等の会計処理

　販売用不動産及び兼業事業支出金の取得等に係る控除対象外消費税等は、取得原価に

算入しています。また、固定資産に係る控除対象外消費税等は、長期前払費用として計

上し、５年間で均等償却を行っています。

④関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続

　共同企業体の会計処理については、共同企業体を当社の持ち分比率に応じて連結計算

書類に取込む方式（取込み方式）によっています。
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連結注記表

重要な会計上の見積りに関する注記

　（収益認識における履行義務の充足に係る進捗度に用いる総原価の見積り）

（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　履行義務の充足に係る進捗度に基づき計上した完成工事高（竣工済の工事を除く）

124,634百万円

（２）その他の情報

　建設事業においては、主に長期の工事契約を締結しています。当該契約については、

一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基

づき収益を認識しています。

　進捗度の見積りは、当連結会計年度末に施工中の工事の施工状況や工事請負契約の契

約条件等に著しい変化はないものと仮定して作成しています。

　これらの仮定が施工条件の変更や調達価格の変化等によって見直された場合には、履

行義務の充足に係る進捗度が変更され翌連結会計年度の完成工事高に影響を与える可能

性があります。

　（係争中の債権に係る回収可能性の見積り）

　　（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,169百万円

　　（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　　　　　南アジアで施工中の工事案件において、現地ジョイントベンチャー・パートナー企業

　　　　に対する工事原価の負担額に関する協議が難航している状況であり、国際仲裁裁判所へ

　　　　債権の回収を目的とした仲裁の付託を行いました。ジョイントベンチャー・パートナー

　　　　企業との協議状況や工事原価の負担額の支払状況等を踏まえ、回収可能性を検討して

　　　　貸倒引当金を計上しています。

　　　　　なお、貸倒引当金の計上にあたっては、工事収支の見積金額や、現地事情等に基づき

　　　　合理的に算定していますが、国際仲裁の動向次第では、翌連結会計年度以降の連結計算

　　　　書類に影響を与える可能性があります。
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連結注記表

会計方針の変更に関する注記

　（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用）

　　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28

　日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しています。

　　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改

　正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の

　適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日。）第65－２項（２）ただし書き

　に定める経過的な取扱いに従っています。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への

　影響はありません。

－ 9 －



2025/05/27 9:26:38 / 24179618_鉄建建設株式会社_招集通知
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（１）担保に供している資産

建物・構築物 3,896百万円

土地 4,561百万円

工具器具備品 0百万円

販売用不動産 1,199百万円

兼業事業支出金 895百万円

投資有価証券 3,160百万円

その他の関係会社有価証券 3,599百万円

長期貸付金 20百万円

計 17,337百万円

（２）担保権によって担保されている債務

短期借入金 4,126百万円

長期借入金 4,471百万円

計 8,598百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 14,021百万円

保証債務

借入金保証 1百万円

計 1百万円

（２）再評価を行った年月日 2000年３月31日

連結貸借対照表に関する注記

１．担保資産

３．偶発債務

４．土地の再評価

　土地の再評価に関する法律に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該評価差額に係

る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した

金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しています。

（１）再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令第２条第４号に定める路線価及び路線価のない土

地は第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づいて、奥行き価格補正等の合理的

な調整を行って算出しています。

（３）当連結会計年度末において、再評価を行った土地の時価が再評価後の帳簿価格を上

　　　回っているため、差額を記載していません。
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普通株式 14,973,956株

①配当金の総額 1,484百万円

②１株当たり配当額 100円

③基準日 2024年３月31日

④効力発生日 2024年６月28日

①配当金の総額 1,705百万円

②１株当たり配当額 122円

③基準日 2025年３月31日

④効力発生日 2025年６月27日

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

２．剰余金の配当に関する事項

　（１）配当金支払額

　　2024年６月27日開催の第83回定時株主総会決議による配当に関する事項

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と

なるもの

　　2025年６月26日開催の第84回定時株主総会決議による配当に関する事項

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しています。
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連結注記表

連結貸借対
照表計上額

（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

投資有価証券 20,460 20,460 －

その他の関係会社有価証券 13,194 13,194 －

長期未収入金 2,169 2,169 －

貸倒引当金　※２ △2,169 △2,169 －

資産計 33,654 33,654 －

長期借入金　※３ 21,207 20,626 △581

負債計 21,207 20,626 △581

金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定しており、資金調

達については銀行借入による方針です。

　受取手形・完成工事未収入金等に係る顧客の信用リスクは、社内規程に沿ってリスク

低減を図っています。また、投資有価証券及びその他の関係会社有価証券は主として株

式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。

　借入金の使途は主として運転資金であります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりです。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額2,560百万円）

は、投資有価証券及びその他の関係会社有価証券に含めていません。また、貸借対照表

に持分相当額を純額で計上する組合等への出資金（連結貸借対照表計上額733百万円）

については「時価の算定に関する会計基準の適用指針（企業会計基準適用指針第31

号）」の第24－16に基づき、時価開示の対象とはしていません。

※１　現金預金、受取手形・完成工事未収入金等、兼業事業未収入金、支払手形・工事未

　　　払金等、短期借入金、未払金、預り金は短期間で決済されるものであるため、時価

　　　は帳簿価額と近似していることから、記載を省略しています。

※２　長期未収入金には、個別に計上している貸倒引当金をそれぞれ控除しています。

※３　長期借入金には、１年以内返済予定の長期借入金も含まれています。

－ 12 －



2025/05/27 9:26:38 / 24179618_鉄建建設株式会社_招集通知

連結注記表

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しています。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により算

　　　　　　　　定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

　　　　　　　　用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用して用いる場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル

に時価を分類しています。

投資有価証券・その他の関係会社有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しています。上場株式は活発な市場で取引され

ているため、レベル１の時価に分類しています。

長期未収入金

　個別取引毎にその概要、現況、債務者の状況等を確認したうえで回収可能性を検

討し、担保及び保証等による回収見込額をもとに算定しているため、レベル３の時

価に分類しています。なお、これらの債権の回収不能見込額については貸倒引当金

を計上しています。

長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味

した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類して

います。
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連結貸借対照表計上額 時価

26,154 27,191

賃貸等不動産に関する注記

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社グループでは、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含

む）等を有しています。2025年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は

582百万円（賃貸収益は兼業事業売上高に、主な賃貸費用は兼業事業売上原価に計上）

です。

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

（単位：百万円）

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控

除した金額です。

（注２）当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不

動産鑑定評価書に基づく金額、その他の物件については、一定の評価額や適切に市

場価格を反映していると考えられる指標に基づく金額です。
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報告セグメント
その他

（注）
合計土木

工事

建築

工事

不動産

事業

付帯

事業
計

一般工事

鉄道工事

その他

49,375

39,672

－

67,237

23,599

－

－

－

4,536

－

－

448

116,613

63,272

4,984

－

－

244

116,613

63,272

5,228

一時点で移転される

財又はサービス

一定の期間にわたり

移転される

財又はサービス

127

88,920

382

90,455

3,114

10

413

18

4,038

179,405

60

－

4,098

179,405

顧客との契約から

生じる収益
89,047 90,837 3,125 432 183,443 60 183,503

その他の収益 － － 1,410 16 1,426 183 1,610

外部顧客への売上高 89,047 90,837 4,536 448 184,870 244 185,114

収益認識に関する注記

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

(単位：百万円)

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理店等の

事業を含んでいます。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類作成のため

の基本となる重要な事項に関する注記「３．会計方針に関する事項（４）収益及び費用の計上

基準」に記載のとおりです。

　なお、建設事業に関する取引の対価は、契約条件に従い、おおむね履行義務の進捗に応じて

段階的に受領しています。
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当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 24,910

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 15,282

契約資産（期首残高） 70,329

契約資産（期末残高） 91,010

契約負債（期首残高） 7,412

契約負債（期末残高） 7,948

１．１株当たり純資産額 5,011円44銭

２．１株当たり当期純利益 242円75銭

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係

並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると

見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

　（１）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：百万円）

　連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権及び契約資産は、「受取手形・完成

工事未収入金等」に含まれており、契約負債は、「未成工事受入金」に含まれています。

　契約資産は、工事契約について履行義務の充足に伴って認識された収益に係る対価であり、

契約条件により顧客に対して請求が可能となった時点で顧客との契約から生じた債権に振替え

られます。

　契約負債は、履行義務の充足に伴って収益を認識する長期の工事契約において、契約条件に

よって受け取った前受金に関するものです。契約負債は、収益の認識に伴い取崩されます。

　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は

7,211百万円です。また、当連結会計年度において、契約資産が20,681百万円変動した主な理

由は履行義務の充足に伴って認識された収益による増加及び契約条件に従った取引の対価の受

領による減少であり、これによりそれぞれ、197,947百万円増加し、177,266百万円減少してい

ます。また、当連結会計年度において、契約負債が536百万円変動した主な理由は、履行義務

の充足に伴って認識された収益による減少及び契約条件によって受け取った前受金による増加

であり、これによりそれぞれ、7,211百万円減少し、7,747百万円増加しています。

　過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益

の額は4,664百万円です。

　（２）残存履行義務に配分した取引価格

　当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法

を適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めていませ

ん。未充足（又は部分的に未充足）の履行義務は、当連結会計年度末現在で280,406百万円で

す。当該履行義務は、建設事業における工事契約によるものであり、期末日後１年以内に約

54.6％が収益として認識されると見込んでいます。

１株当たり情報に関する注記
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株主資本等変動計算書

（ 2024年４月１日から
2025年３月31日まで ）

（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金

合計
利益

準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計固定資産

圧縮積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 18,293 5,289 0 5,289 80 4,992 26,783 31,855 △1,872 53,565

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金
の取崩

△45 45 － －

剰余金の配当 △1,484 △1,484 △1,484

当期純利益 2,718 2,718 2,718

自己株式の取得 △2,222 △2,222

自己株式の消却 △1,637 △1,637 1,637 －

利益剰余金から資
本剰余金への振替

1,637 1,637 △1,637 △1,637 －

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － △0 △0 － △45 △357 △403 △585 △988

当期末残高 18,293 5,289 － 5,289 80 4,947 26,425 31,452 △2,458 52,576

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価差額金 評価・換算差額等合計

当期首残高 12,961 3,313 16,275 69,841

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金
の積立

剰余金の配当 △1,484

当期純利益 2,718

自己株式の取得 △2,222

自己株式の消却 －

利益剰余金から資
本剰余金への振替

－

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

△1,519 △44 △1,564 △1,564

事業年度中の変動額合計 △1,519 △44 △1,564 △2,553

当期末残高 11,442 3,268 14,711 67,288

株主資本等変動計算書
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個別注記表

個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的の債券は償却原価法（定額法）、子会社株式及び関連会社株式は移動平

均法による原価法、その他有価証券で市場価格のない株式等以外のものは時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、市場価格

のない株式等は移動平均法による原価法によっています。

　投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項

により有価証券とみなされるもの）は、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手

可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっています。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　販売用不動産及び兼業事業支出金の評価は、個別法による原価法、材料貯蔵品は移動

平均法による原価法によっています。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

　未成工事支出金の評価は、個別法による原価法によっています。

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法

　定率法によっています。

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっています。

　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によ

っています。

（２）無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法

　定額法によっています。

　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。

　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間に基づく定

額法によっています。

（３）リース資産の減価償却の方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　売上債権及び貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しています。

（２）完成工事補償引当金

　完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工事高に対する将来

の見積補償額に基づいて計上しています。

（３）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上しています。
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個別注記表

（４）工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末の手持工事のうち損失の発生

が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込

額を計上しています。

（５）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しています。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっています。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、発生時に一括償却しています。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しています。

③小規模企業等における簡便法の採用

　当社の一部は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末

自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

（６）役員株式給付引当金

　役員株式給付規程に基づく取締役への当社株式の給付に備えるため、当事業年度末の

取締役に割り当てられたポイントに応じて、見込額を計上しています。

４．収益及び費用の計上基準

　建設事業においては、主に長期の工事契約を締結しています。当該契約については、

一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基

づき収益を認識しています。進捗度の測定は、当事業年度末までに発生した工事原価

が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいています。

　なお、履行義務の充足に係る進捗率の合理的な見積りができない工事については、原

価回収基準を適用しています。また、工期が短い工事については原価回収基準を適用せ

ず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しています。

５．ヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を満たす金利スワップについて、特例処理を採用しています。

６．消費税等の会計処理

　販売用不動産及び兼業事業支出金の取得等に係る控除対象外消費税等は、取得原価に

算入しています。また、固定資産に係る控除対象外消費税等は、長期前払費用として計

上し、５年間で均等償却を行っています。

７．関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続

　共同企業体の会計処理については、共同企業体を当社の持ち分比率に応じて計算書類

に取込む方式（取込み方式）によっています。
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重要な会計上の見積りに関する注記

　（収益認識における履行義務の充足に係る進捗度に用いる総原価の見積り）

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

　履行義務の充足に係る進捗度に基づき計上した完成工事高（竣工済の工事を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   123,475百万円

（２）その他の情報

　建設事業においては、主に長期の工事契約を締結しています。当該契約については、

一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基

づき収益を認識しています。

　進捗度の見積りは、当事業年度末に施工中の工事の施工状況や工事請負契約の契約条

件等に著しい変化はないものと仮定して作成しています。

　これらの仮定が施工条件の変更や調達価格の変化等によって見直された場合には、履

行義務の充足に係る進捗度が変更され翌事業年度の完成工事高に影響を与える可能性が

あります。

　（係争中の債権に係る回収可能性の見積り）

　　（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,169百万円

　　（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　　　　　南アジアで施工中の工事案件において、現地ジョイントベンチャー・パートナー企業

　　　　に対する工事原価の負担額に関する協議が難航している状況であり、国際仲裁裁判所へ

　　　　債権の回収を目的とした仲裁の付託を行いました。ジョイントベンチャー・パートナー

　　　　企業との協議状況や工事原価の負担額の支払状況等を踏まえ、回収可能性を検討して

　　　　貸倒引当金を計上しています。

　　　　　なお、貸倒引当金の計上にあたっては、工事収支の見積金額や、現地事情等に基づき

　　　　合理的に算定していますが、国際仲裁の動向次第では、翌事業年度以降の計算書類に

　　　　影響を与える可能性があります。
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個別注記表

会計方針の変更に関する注記

　（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用）

　　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28

　日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しています。

　　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改

　正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の

　適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日。）第65－２項（２）ただし書き

　に定める経過的な取扱いに従っています。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響

　はありません。
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個別注記表

（１）担保に供している資産

投資有価証券 3,160百万円

その他の関係会社有価証券 3,599百万円

長期貸付金 20百万円

計 6,780百万円

（２）担保権によって担保されている債務

短期借入金 946百万円

長期借入金 1,197百万円

計 2,143百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 9,051百万円

保証債務

借入金保証 1百万円

計 1百万円

短期金銭債権 25,836百万円

長期金銭債権 207百万円

短期金銭債務 7,866百万円

貸借対照表に関する注記

１．担保資産

３．偶発債務

４．関係会社に対する金銭債権債務

５．土地の再評価

　土地の再評価に関する法律に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該評価差額に

係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しています。

（１）再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令第２条第４号に定める路線価及び路線価のない土地

は第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づいて、奥行き価格補正等の合理的な調

整を行って算出しています。

（２）再評価を行った年月日　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　   2000年３月31日

（３）当事業年度末において、再評価を行った土地の時価が再評価後の帳簿価格を上回って

いるため、差額を記載していません。
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営業取引による取引高

売上高 39,595百万円

仕入高 39,773百万円

その他 318百万円

営業取引以外の取引高

受取配当金 246百万円

その他 30百万円

普通株式 1,043,684株

１．繰延税金資産

退職給付引当金 1,845百万円

貸倒引当金 1,388百万円

工事損失引当金 683百万円

賞与引当金 446百万円

固定資産減損 249百万円

投資有価証券有税評価減 220百万円

その他 609百万円

繰延税金資産小計 5,443百万円

評価性引当額 △1,522百万円

繰延税金資産合計 3,921百万円

２．繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △5,065百万円

固定資産圧縮積立金 △2,245百万円

その他 △369百万円

繰延税金負債合計 △7,680百万円

繰延税金負債の純額 △3,758百万円

損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

株主資本等変動計算書に関する注記

１．自己株式の数に関する事項

税効果会計に関する注記
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種類
会社等の
名称

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
事業年度
末残高
(百万円)

その他の
関係会社

東日本旅客
鉄道㈱

直接
19.9％

建設工事の請負
役員の兼任、転
籍

完成工事高 39,264 完成工事
未収入金

25,077

未成工事
受入金

781

種類
会社等の
名称

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者と
の関係

取引の内容 取引金額
(百万円)

科目
事業年度
末残高
(百万円)

子会社 テッケン興
産㈱

直接
100％

資材の購入 完成工事原
価

31,961 工事未払
金

5,221

電子記録
債務

1,836

関連当事者との取引に関する注記

１．その他の関係会社

（注）取引条件ないし取引条件の決定方針等

　取引金額その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件に

よっています。

２．子会社及び関連会社等

（注）取引条件ないし取引条件の決定方針等

　取引金額その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件に

よっています。
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１．１株当たり純資産額 4,830円35銭

２．１株当たり当期純利益 192円46銭

収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　　連結注記表と同一です。

１株当たり情報に関する注記

その他の注記

　１．法人税等の計上基準

　「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第13号）」が2025年３月31日に国会で成立

したことに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行わ

れることになりました。

　これに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度において解消が見込まれる一時差異等に係

る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更して計算

しております。

　この税率変更により、当事業年度の繰延税金負債（繰延税金資産の金額を控除した後の金額）

は309百万円減少し、法人税等調整額は29百万円減少しております。
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